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４ 輸送障害に関する事項 

 

４．１ 輸送障害の発生状況 

 

○輸送障害（列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等）１１の件数は、長期的に増加傾

向ですが、平成３０年度は５，７１３件（対前年度比２２２件減）でした。 

○鉄道係員、車両又は鉄道施設等（部内原因）に起因する輸送障害は、１，４１９件

（輸送障害に占める割合２４．８％、対前年度比３８件減）でした。このうち、鉄道

係員に起因するものが２８８件（同５．０％、同６件減）、車両に起因するものが  

６９５件（同１２．２％、同２４件減）、施設に起因するものが４３６件（同７．６％、同８件

減）でした。 

○線路内立入り等（部外原因）による輸送障害は、２，６１４件（輸送障害に占める割合４５．

８％、対前年度比１５９件増）でした。このうち、自殺によるものが６０１件（同１０．５％、同３

８件増）、動物によるものが７０４件（同１２．３％、同８８件増）でした。 

○風水害、雪害、地震等の自然災害による輸送障害（災害原因）※は、１，６８０件（輸送障害

に占める割合２９．４％、対前年度比３４２件減）でした。このうち、風水害によるものが９５４

件（同１６．７％、同２６件増）、雪害によるものが１３３件（同２．３％、同３１３件減）、地震に

よるものが７３件（同１．３％、同５８件増）でした。 

※ 自然災害による輸送障害（災害原因）は、従来より、１事業者の１つの事象（台風、地震等）におけ

る運休や遅延を１件と計上しています。例えば、平成３０年７月豪雨で、ある事業者の複数の路線

で多数の運休が数日間発生した場合でも１件と計上しています。 

○なお、運転事故に伴う列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等については、運転事

故との重複を避けるため、輸送障害として計上していません。 

 

 

部内原因 ： 鉄道係員、車両又は鉄道施設に起因するもの 

部外原因 ： 線路内立入り、動物との衝突等に起因するもの等（部内原因及び自然災害以外のもの） 

災害原因 ： 風水害、雪害、地震等の自然災害に起因するもの 

  

                                         
１１ 鉄道事業法第１９条等に基づき、鉄軌道事業者が国へ届け出ます。 
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図１８：輸送障害件数の推移 

 

① ＪＲ（在来線＋新幹線）と民鉄等（鉄道＋軌道）の合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ＪＲ(在来線)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

31 

177 198 240 
116 

237 225 250 203 
282 323 

266 306 
225 265 297 

626 

455

265 317 303 344

486
576

640
585 545

376

523

709
612

133 116 
106 

101 

122 112 112 
133 

135 
143 

158 
171 

189 
205 

242 

233 

260

264

293 298
320

378

346

372

342 387

380

432

466

466

156 166 
180 

150 

190 204 
225 

179 

217 
208 

228 

294 
293 

286 

323 

333 

452 

350 
304 315 

325 

352 
324 

347 

343 354 

339 

411 

431 

388 

466 480 
526 

367 

549 541 587 
515 

634 
674 

652 

771 

707 

756 

862 

1,192 1,167 

879 
914 916 

989 

1,216 
1,246 

1,359 

1,270 1,286 

1,095 

1,366 

1,606 

1,466 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

（件）

（年度）

部内原因

部外原因

災害原因

18 

28 
23 20 

32 
28 26 

18 
22 

13 

24 21 20 
16 14 

53 

32

17 19
15 13

27

47
41

52

36

25

38

65

44
4 

8 

9 15 

11 
11 

8 

11 

12 

7 

5 9 
7 14 

10 

9 

11

16 15

13

29

14

17

18

15

24

8

30

19

44

9 

21 
25 

23 

23 

41 

31 

22 

42 

34 

36 
27 32 

33 

24 

24 

25 

23 18 27 

23 27 

33 

30 

24 

21 

19 

21 

28 
28 

31 

57 57 58 

66 

80 

65 

51 

76 

54 

65 

57 59 
63 

48 

86 

68 

56 
52 

55 

65 

68 

97 

89 91 

81 

52 

89 

112 
116 

0

20

40

60

80

100

120

H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

（件）

（年度）

部内原因

部外原因

災害原因

③ ＪＲ(新幹線)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 民鉄等(鉄道)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 軌道事故等報告規則第６条の規定により鉄道事故等報告規則を準用する軌道を含む 
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公営 1 2 14 17 10 10 37
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⑤ 民鉄等（軌道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 軌道事故等報告規則第６条の規定により鉄道事故等報告規則を準用する軌道を除く。 

 

４．２ 事業者区分別の輸送障害件数 

 

○平成３０年度における事業者区分別の輸送障害件数は、下表のとおりです。 

 

表３： 事業者区分別の輸送障害件数（平成３０年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 「公営」は、東京都交通局（上野懸垂線、日暮里舎人ライナー）を含み、東京都交通局及び札幌市交

通局は路面電車を除く 

※２ 「大手」は、西武鉄道山口線を含む。 

※３ 「中小」は、準大手鉄道事業者（新京成電鉄、北大阪急行電鉄、泉北高速鉄道、山陽電気鉄道）を含

み、大阪市高速電気軌道は南港ポートタウン線を含む。 

※４ 「軌道」は、軌道事故等報告規則第６条の規定により鉄道事故等報告規則を準用する軌道を除く。 

（年度） 


